
【様式２－１】
地域経済と連携した省CO2化手法促進モデル事業
（うちバルクリースによる低炭素設備導入調査事業）実施計画書
１．申請者等の概要

	代表事業者
	責任者
	地方公共団体名
	

	
	
	所在地
	〒　　　－


	
	
	所属・役職
	
	氏名
	

	
	
	電話番号

FAX番号
	TEL：

FAX：
	E-mail

ｱﾄﾞﾚｽ
	＠

	
	窓口担当者
	所在地
	〒　　　－

＊　責任者と同一であれば【同上】で可

	
	
	所属・役職
	
	氏名
	

	
	
	電話番号

FAX番号
	TEL：

FAX：
	E-mail

ｱﾄﾞﾚｽ
	＠

	共同事業者
	責任者
	地方公共団体名
	

	
	
	所在地
	〒　　　－



	
	
	所属
	
	氏名
	

	
	
	電話番号

FAX番号
	TEL：

FAX：
	E-mail

ｱﾄﾞﾚｽ
	＠

	
	責任者
	事業者名
	

	
	
	所在地
	〒　　　－



	
	
	所属
	
	所属
	

	
	
	電話番号

FAX番号
	TEL：

FAX：
	E-mail

ｱﾄﾞﾚｽ
	＠

	事業の主たる実施場所
	＊　補助対象設備の導入を予定している場所（市町村単位）を記載

	備考
	


※共同申請者がいない場合は、当該欄を削除してください。
２．事業実施に関する事項
	＜事業計画＞

	○記入上の注意

· 以下の各項目に示した説明に従い記入してください。

【目的・概要】
· 本補助事業を申請した背景、目的及び概要に関して簡潔に記載してください。

【事業を行う調査会社、リース会社等】

· バルクリースによる低炭素設備導入調査事業を行う調査会社、リース会社等が既に決定している場合は、当該調査会社、リース会社等の名称、住所、代表者の役職・氏名・連絡先を記入してください。調査会社、リース会社等が未定の場合は、交付決定後調査会社、リース会社等を選定する公募時期、選定方法を記入してください。（選考方法については公平性をもった方法としてください）

【調査の対象とする施設】
· 調査の対象とする施設について、施設ごとに施設名称、施設概要、所在地等について記入してください。

【現状把握調査】

· 調査の対象とする施設内における空調・給湯・照明設備等の現状把握（各設備の数量、エネルギー使用量、光熱費、維持管理費、二酸化炭素の排出量等）に必要な調査内容を記入してください。この際、調査項目、調査方法を具体的に記入してください。

【改修効果の分析】

· 調査の対象とする施設において、従来設備を改修することによって、光熱費や維持管理費を節減し、その導入コストを中長期的に回収することを念頭においているため、対象施設の設備について現状及び改修後の①エネルギー使用量、②設備の運転にかかる光熱費等、③維持管理費を定量的に把握する調査について調査及び導出方法を具体的に記入してください。

【バルクリースによるコスト削減効果】

· 調査の対象とする施設において、バルクリースによる設備及び工事費等のコスト削減効果、リース予定期間、投資回収に要する年数等について調査及び導出方法を具体的に記入してください。

【改修対象施設の選定】

· 調査の対象とする施設において、改修の対象とする施設の選定方法について、具体的に記入してください。

【本調査事業の結果に基づく事業化の展望】

· 設備改修計画からバルクリースによる低炭素設備導入支援事業への進め方を記入してください。
＜事業の効果・有望性＞

○記入上の注意

· 以下の各項目に示した説明に従い記入して下さい。
【調査の対象とする施設のエネルギー消費量】

· エネルギーの使用の合理化に関する法律に基づき、エネルギー使用量及びエネルギーの使用に伴い発生する二酸化炭素排出量を主務大臣に報告している事業者については、直近２か年度の当該データを、その他の事業者については、直近２か年度の１年度当たりのエネルギー使用量を記入してください。
なお、記入にあたっては調査の対象とする施設ごと及びその合計のエネルギー使用量を記入してください。

【ＣＯ２削減効果】

· 【ＣＯ２削減効果の算定根拠】により算定した年間のＣＯ２削減量を記入してください。
なお、記入にあたっては調査の対象とする施設ごと及びその合計のＣＯ２削減量を記入してください。

【ＣＯ２削減効果の算定根拠】

· 「別添のとおり」と記入し、地球温暖化対策事業効果算定ガイドブック＜初版＞（平成24年7月環境省地球環境局）において使用するエクセルファイル（「ハード対策事業計算ファイル」）により「事業による直接導入量」に基づくＣＯ２削減量を算定した上で、同ファイルを添付してください（「事業による波及導入量」に基づくＣＯ２削減量の算定は不要です。）
なお、エクセルファイル（「ハード対策事業計算ファイル」）における「エネルギー消費量・供給量の設定」は、
具体的なデータを記入することとし、その根拠、引用元を「記入欄」に記入するとともに、その具体的資料を
添付してください。

【ＣＯ２削減コスト】

· 【ＣＯ２削減効果】に記入したＣＯ２削減量1トンを削減するために必要なコスト（円／tＣＯ２）を記入してください。なお、記入にあたっては調査の対象とする施設ごと及びその合計のＣＯ２削減量を記入してください。

【ＣＯ２削減コストの算定根拠】

· 【ＣＯ２削減コスト】に記入したコストの算定根拠を次の計算式を用いて記入してください。

　　　　計算式：円／tＣＯ２＝（補助対象経費の支出予定額［円］（様式3－1の所要経費欄(4)の額）＋当調査事業の後に導入を予定している設備の整備に要する補助対象経費の支出予定額［円］÷（当調査事業の後に導入を予定している設備による年間のエネルギー起源ＣＯ２の排出削減量［t-ＣＯ２］）×当調査事業の後に導入を予定している設備の法定耐用年数［年］）
· １　当調査事業の後に複数の補助対象設備を整備する場合、計算式を次の式に変えて算出する。
（設備Ａと設備Ｂをまとめて導入する場合）

　　　　　　　　円／ｔＣＯ２＝補助対象経費の総支出予定額［円］÷（設備Ａの年間のＣＯ２排出削減量［ｔ-ＣＯ２］）
×耐用年数［年］＋設備ＢのＣＯ２排出削減量［ｔ-ＣＯ２］×耐用年数［年］

· ２　複数年度の期間を要して設備を整備する場合の補助金所要額は、各年度の補助対象経費の支出予定額の合計額とす　　　

る。
＜事業の実施体制＞
○記入上の注意
· 以下の各項目に示した説明に従い記入してください。

【事業の実施体制】

· 当該事業の実施体制・組織について簡潔に記入してください。

＜関連する事業についての他の助成制度の申請について＞
○記入上の注意

· 他の助成制度でこれまで過去3年間で実施した類似の事業の有無と、助成制度名、課題名、おおむねの予算規模、本事業との関係について簡潔に記入してください。

＜添付すべき資料＞

○以下の書類を添付してください

· 調査の対象とする施設内の設備の配置状況がわかる図面

· 調査の対象とする施設に導入されている設備のリスト

· 調査工程表

· 調査会社、リース会社等の見積書・定款又は寄附行為・経理状況説明書（直近2決算期の貸借対照表及び損益計算書）（調査会社、リース会社等が決定している場合に限る）

· ＜事業の効果・有望性＞で添付を求めている資料（【ＣＯ２削減効果の算定根拠】の具体的資料（年間のＣＯ２削減量を算定したエクセルファイル（「ハード対策事業計算ファイル」）及びこのエクセルファイルにおける「エネルギー消費量・供給量の設定」の「記入欄」に記入した具体的データの根拠、引用元の資料）
· その他、ケースに応じて環境省が必要と要請する資料



【様式３-１】
地域経済と連携した省ＣＯ２化手法促進モデル事業
（うちバルクリースによる低炭素設備導入調査事業）に要する経費内訳
	所要経費
	(1)総事業費
	(2)寄付金その他の収入


	(3)差引額

(1)－(2)
	(4)補助対象経費支出予定額

	
	円
	円
	円
	円

	
	(5)基準額
	(6)選定額

(4)と(5)を比較して少ない方の額
	(7)補助基本額
(3)と(6)を比較して少ない方の額
	(8)補助金所要額
(7)×1/3

（ただし、2,000万上限）

	
	円
	円
	円
	円

	補助対象経費支出予定額内訳

	経費区分・費目
	金　　額
	積　　算　　内　　訳

	（記載例）

工事費

本工事費

材料費

・

・

付帯工事費

・

・

機械器具費

事務費

共済費

賃金

・

・
	○○○

○○○

○○○

○○○

○○○

○○○

○○○

○○○

○○○

○○○

○○○

○○○

○○○

○○○


	材料名　（数量）×（単価）＝金額

・

・

	合　　計
	円
	

	購入予定の主な財産の内訳（一品、一組又は一式の価格が５０万円以上のもの）

	名　　称
	仕様
	数量
	単　価
	金　額
	購入予定時期

	
	
	
	
	
	


注　本内訳に、見積書又は計算書等を添付する。

